平成27年度第1回大阪府まちづくりと自然災害に関する懇話会議事要旨
日時：平成28年2月16日（火）19時00分～
場所：大阪府公館
＜主な意見＞
（【資料1】【資料2】について）

・「耐水型整備区間」に対してどういう施策がとれるのかの議論が必要。

・住宅などは長期的に耐水化し、公共施設の対策は短期的に実施すべき。

・市街化区域と縮退の対象となる区域との線引きにおいては、水害も含めた土地のポテンシャルを考える必要がある。

（【資料3】について）

・「理念」について、異論はない。

・役所、警察、消防など災害対応機能を持った施設は水に浸からないことが求められている。

・3点の議論が必要。

▷都市機能の議論。

▷災害対応にとって必要な施設の機能の議論。

▷効率性の観点から河川施設の建設等が適切と思えないところをどうするかという議論。

・30年は一つのまちが大きく変わる、維持できる期間として、また、施策を打ち出す期間として適当と考える。
・1/200、1/1000レベルの大規模な災害が発生した場合についても実態を踏まえながら、同列に論じることが必要と思う。
・立地適正化計画、居住誘導地域、都市機能誘導地域についても書き込むべき。

・河川の整備計画で受け持つ部分、それ以外で期待される部分を分けて書くと、イメージしやすいのではないか。

・図の左から右にいくにしたがって重点を置くべき施策も違う、まちサイドと河川サイドの重みも違う。そのようなことを整理して、共有する必要がある。
・市町村の都計審に河川の人を必ず一人入れてほしい。

・リスク情報の提供を生かす仕組みとして、開発審査会に河川の人が絶対入って欲しい。

・避難計画、想定される災害リスクを踏まえ、各公共施設、災害時要配慮者利用施設等がどれだけの時間持つようにするか検討が必要。
・この次のステップとして、いくつかのエリア、対象、あるいは外力など、考えなければならないところにフォーカスをあてて、一つずつ議論をするようなことが必要ではないか。

＜議事の要約＞
【資料1】【資料2】について
【多々納委員】 

・多くの先進国では、リスクと用途規制はリンクしているが、日本は、用途規制は全く入っていない。
・温暖化などにより新たなステージの対応を考える時に、河川の施設整備だけで対応するのが果たして合理的か？あるいはそれに対して合意がとれるのか？ 
・大阪府の河川では「耐水型整備区間」がある。そこに対してどういう施策がとれるのかの議論が必要。
【嘉名委員】 

・都市を縮退させる、あるいはこれ以上大きくさせない線引きのカードを使う部分は、市町村の都市計画と連動していく方策が必要。 

【北後委員】 

・危険なところは既にビルドアップされてしまっているので、そこをどうするかが課題。
・住宅などは長期的に耐水化できるよう、地区計画などでそれぞれの地域にふさわしいやり方を導入。一方、公共施設の対策は短期的に実施すべき。 

【澤木委員】 

・将来にわたって持続的に市街化区域にするところと、段階的に縮退の対象になっていくところの線を引くとすれば、水害も含めた土地のポテンシャルを考える必要がある。
【資料3】について
「理念」について、総論的には異論ない。

【危機管理室長森岡】 

・リスクの発生頻度、影響度合いから見て、どこに居住地を誘導していくのか議論が必要。
・役所、警察、消防など災害対応機能を持った施設は水に浸からないことが求められている。 

【多々納委員】 

・3点の議論が必要。
▷都市機能の議論。

▷災害対応にとって必要な施設の機能の議論。
▷効率性の観点からあまり河川施設の建設等が適切だと思えないところ、あるいはもっと自然を大事にする、農地を大事にするほうが良いところに関して、どうするかという議論。
【嘉名委員】 

・人が減ってくる、都市活動が減ってくることに対して、耐水型の視点を入れるといい。 

【多々納委員】 

・大阪府域では市街化区域内の治水安全度を総じて1/30まで地先で高めようという意思の表れであると解釈した。 

【都市計画室長柴﨑】 

・人口減少、そのあとの都市縮退に対応する逆線引きの際に、「災害リスク」も大きなファクターとして考慮していく必要があると思っている。 

・200年確率で地元と話をさせていただいても、理解が得られないだろう。30年というのは一つのまちが大きく変わる、維持できる期間として、また、施策を打ち出す期間としては適当だと考える。
【北後委員】 

・1/30か1/100かではなく、もっと大規模な災害が起こった時も同列に論じないといけないのではないか。ハードで対策ということではなく、1/200とか1/1000の実態がどうなるかを踏まえながら、中身を考えていくことが必要と思う。 

【都市計画室長柴﨑】 

・1/10、1/30以上の確率年についての対応は、個別の地区、もしくは建物のレベルの話で対応していくと思っている。 

【嘉名委員】 

・立地適正化計画、居住誘導地域、都市機能誘導地域についても書き込むべきだと思う。

【澤木委員】 

・都計区域外についても表記が必要。 

【堀委員】 

・大阪府の市街地で、都市の縮退や逆線引きは具体的にあり得るのか？大阪の立地条件を考えると、人口が少々減ったところで、どんどん町が小さくなるのは考えられない。

・図の左から右にいくにしたがって重点を置くべき施策も違う、まちサイドと河川サイドの重みも違う。そのようなことを整理して、共有する必要がある。

・マトリクスでは、河川の整備計画として受け持つ部分、それ以外のところで期待される部分を分けて書くと、イメージしやすいのではないか。

・河川行政としては、河川整備基本方針に定めている目標を達成するにはまだまだ時間がかかる。また、設計の基本になっている外力が、温暖化や気候変動によって変わる可能性がある。そのため、できることには限りがあり、一つは「全部はできない」ということ、もう一つは、「整備が済んだ箇所でも残余リスクを本気で考える必要がある状況」のため、もう一度全体で考える必要がある。
・まちづくりと総合的に考える場合、河川行政として30年でリスクの除去は無理ということに対して、少なくとも人命を守る施策を優先的に考える部分がある。「耐水型整備区間」では、河川構造令上の施設にはあたらないが、浸水を遅らせる対策により避難の時間を稼ぐ施策も必要と思う。
【多々納委員】 

・重要な機能は「大規模商業施設と地下街」と書いてあるが、本当にそうか？「人命」に対応するのは何なのか？あるいは「財産、公共施設うんぬん」では何が一番重要なのか。
・「どうやって」に対して、ほとんど「耐水化」って書いてあるが、本当にそういう「耐水化」だけなのか？ 
【都市整備部長吉村】 

・点だけ守っても、人の命を助けることは多分できない。初動の段階で人命救助に向かっていただける自衛隊、消防・警察の部隊の動線をどう作っていくかが我々の最大の仕事。特に、最初の72時間はほとんどそれにかかりっきりとなるが、その観点が抜けている。

【嘉名委員】 

・市町村の都計審にやっぱり河川の人を必ず一人入れてほしい。 

【多々納委員】 

・リスクの情報を提供しているんだったら、それが生かされる仕組みづくりとして開発審査会に河川の人が絶対入って欲しい。 

【北後委員】 

・それぞれの地区ごとにどこの避難場所に行って、どれだけの水が来てどれだけの時間そこで滞在しないといけないのか、そういうことを地区ごとに検討し、それぞれの公共施設、災害時要配慮者利用施設等がどれだけの時間持つようにするか検討する仕組みが必要。 

【河川室長山田】 

・それぞれの場所で全然違う避難のかたちがあることをもっとわかりやすく出さなければいけない。
・公共が税負担で実施することを考えると、利便性を甘受しておられる方々にも負担してもらう理屈もあると思う。「川はもう、お金がないから、耐水型のまちづくりをやって下さい」ではなくて、様々な施策を組み合わせる時に、増大するリスクに対して自らリスクを回避してもらう施策も含めて、全体的にやるべき人がやるという考えをシェアしたい。 

【多々納委員】 

・この次のステップとして、いくつかのエリア、対象、あるいは外力など、考えなければならないところにフォーカスをあてて、一つずつ議論をするようなことが必要ではないか。

